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１．建替え決議までの合意形成の進め方 

●合意形成の段階－３つの段階 

マンション建替えの実現に向けては、建替え決議までの合意形成を適切に行うことがまず重要になります。
そのプロセスは、建替えの提起のための検討を行う「準備段階」→建替え構想の検討を行う「検討段階」→建
替え計画を策定する「計画段階」という３つの段階を踏みながら、合意のレベルを着実に高めていくことが重
要です。各段階の活動主体と活動の目標・内容を整理すると、以下のようになります。 

（スタート） 建替えの発意 

  
○活動主体 ○活動の内容・目標 

ステップⅠ 準備段階 区分所有者の有志  

  
  

ステップⅡ 検討段階 管理組合  

 

  

 

ステップⅢ 計画段階 管理組合  

 

（ゴール）  建替え決議 

 

 

 

●合意形成の活動－４つの手順 
    

手順Ａ 組織の設置 

  

手順Ｃ 検討・意見の調整 

 
 

手順Ｄ 当該段階における合意形成 

 
手順Ａ ：活動を中心となって担うメンバーを募り、検討等のための組織を設置します。 
手順Ｂ ：必要な情報を収集し、専門家を選定してその協力を得ます。 
手順Ｃ ：区分所有者の意向を把握し、意見を交換調整しながら検討を行います。 
手順Ｄ ：当該段階における目標である合意を形成します。 

 

手順Ｂ 専門家（専門情報）の導入 

＜目標＞建替え計画を策定するとともに、そ
れを前提とした建替えの合意（建替え決議
の成立）を得ること 
＜内容＞区分所有者の合意形成を図りなが
ら、建替え計画の策定を行う。 
 

＜目標＞管理組合として、建替えを必要とし
て計画することの合意を得ること 
＜内容＞管理組合として、修繕・改修との比
較を含めた建替えの必要性や建替えの構想
についての検討を行う。 

 

＜目標＞管理組合として建替えの検討を行う
ことの合意を得ること 
＜内容＞区分所有者の有志が集まり、建替えの
提起のための基礎的な検討・勉強を行う。 

マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュアルの概要 
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●建替え決議までの合意形成のプロセス 

建替えの発意から建替え決議に至る合意形成プロセスを整理すると次のフロー図のようになります。 
 

ステップⅠ：準備段階    
 
 
 

手
順 

有志による、「建替
え提起」に向けての
勉強段階 

管理組合による、「建替えを計画する
ことの合意」に向けた建替えの必要性
や建替え構想の検討段階 

管理組合による、「建替
え決議」に向けての建替
え計画の策定段階 

Ａ
・
検
討
組
織
の
設
置 

建替え発意  
 

 

Ｂ
・
専
門
家
の
導
入 

  
 

 

Ｃ
・
検
討
・意
見
の
調
整 

  
 

 

Ｄ
・
当
該
段
階
の
合
意 

  
 

 
 
 
 
 
 

 

ステップⅡ：検討段階 ステップⅢ：計画段階 

有志による 
勉強会の発足 

管理組合における検討組織の設置
管理組合におけ
る計画組織の 
設置 

［１］ ［５］ ［９］ 

建替え情報の
収集 専門家の選定 

専門家（及び事業

協力者）の選定 

［２］ 
［６］ 

［10］ 

建替え構想の策定と 
建替えか修繕・改修かの検討 
①老朽度判定、不満や改善ニーズ
に基づく要求改善水準の設定 
②修繕・改修の改善効果の把握と
費用算定 
③建替えの改善効果の把握と費用
算定 
④建替えか修繕・改修かの判断 

建替えに関す
る基礎的検討 

建替え計画 
の検討 

関係団体及び近
隣住民との協議 

意見交換による
計画の調整 

非賛成者等への
対応 

 

建替え計画の策定 

［３］ 

［７］ 

［11］ 

［12］ 

［13］ 

［11］ 

管理組合として
建替えを検討
することの合意 

修繕・改修の 
実施へ 

建替え推進決議
（建替えを計画す

ることの合意） 

建替え決議 
（建替え計画を前提と
した建替えの合意） 

［４］ 
［８］ ［14］ 

段
階 
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２．建替え決議後の合意形成の進め方 

●建替え円滑化法に基づく事業実施の４つのステップ 

・建替え円滑化法（組合施行）に基づく建替え事業の実施プロセスを、その活動内容により区分すると、以

下のような４つのステップ（段階）に区分することができます。 
 

建替え決議 

  ○活動の内容 

ステップⅠ 建替組合の設立段階  

   

ステップⅡ 権利変換段階  

 

 

 

ステップⅢ 工事実施段階  

 

ステップⅣ 再入居・新管理組合の設立段階 

 

 
 

参加組合員を選定した上で、定款及び事業計画を

策定し、建替組合の設立に対する建替え参加者の

所要の同意を得、都道府県知事の認可を受けて、

建替組合を設立する。 

建替組合は建替え不参加者に対して売渡請求を

行い、建替え参加者を確定した上で、権利変換計

画を策定する。権利変換計画に対する建替え参加

者の同意を得、都道府県知事の認可を受け、権利

変換を行う。 

事業計画や権利変換計画に基づき実施設計を確定

し、建替え工事を施工する。工事が完了すると、

必要な登記や清算業務を行う。 

新マンションに再入居し、新マンションの管理組

合を発足する。新マンションの管理組合設立にあ

わせて、新しい管理規約等を作成する。 
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●マンション建替え円滑化法に基づく事業実施のプロセス 
 

建替え円滑化法に基づく事業実施（組合施行の場合）のプロセスを整理すると、次のようになります。 
 

 事業の基本的な流れ 建替え参加者等 地方公共団体等 

Ⅰ
．
建
替
組
合
の
設
立
段
階 

   

Ⅱ
．
権
利
変
換
段
階 

   

Ⅲ
．
工
事
実
施
段
階 
   

Ⅳ
．
再
入
居
・新
管
理
組

合
の
設
立
段
階 

   

 

定款及び事業計画の策定 

 

建替組合の設立 

 

管理組合の解散・修繕積立金の清算 

 

建替え決議 

 

［１］ 

［２］ 

建替え不参加者への売渡請求 
［３］ 

権利変換計画の策定 

 

権利変換計画の決議 

 

権利変換計画の認可 

 

権利変換計画の実施 

 

［４］ 

［５］ 

実施計画の検討・確定 

工事請負契約の締結 

工事完了の公告・登記・清算 

［６］ 

新マンションの竣工 

新管理規約等の作成 

再入居・新管理組合の設立 

［７］ 

建替え合意者の 
３／４以上の同意 

 

組合員の４／５以上
の同意及び関係権
利者の同意 
 

権利変換を希望しな
い旨の届出 

 

都道府県知事等の
認可 

 

都道府県知事等の
認可 

 

非賛成者に対する
売渡請求等 

 

建築確認等 
 

都道府県知事等の
認可 

 


